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中
小
企
業
庁
は
、
2

0

2

1
年
か
ら
毎
年
９
月
と
３
月

を
「
価
格
交
渉
促
進
月
間
」
と

し
て
い
る
。
原
材
料
費
や
労
務

費
な
ど
が
上
昇
す
る
中
、
中
小

企
業
が
適
切
に
価
格
転
嫁
し

て
賃
上
げ
原
資
を
確
保
で
き

る
環
境
を
作
る
た
め
、
広
報
や

業
界
団
体
を
通
じ
た
価
格
転

嫁
の
要
請
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。 

「
月
間
」
終
了
後
は
、
全
国

30
万
社
の
中
小
企
業
を
対
象

に
主
な
取
引
先
と
の
間
で
ど
の

程
度
の
価
格
交
渉
・
価
格
転
嫁

が
行
わ
れ
た
か
の
ア
ン
ケ
ー
ト

と
、
下
請
Ｇ
メ
ン
に
よ
る
一
部

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
が
行
わ
れ
、

発
注
企
業
ご
と
の
「
実
名
」
評

価
の
公
表
と
低
評
価
企
業
へ
の

下
請
中
小
企
業
振
興
法
に
基

づ
く
指
導
・
助
言
が
行
わ
れ
る
。

最
低
評
価
を
受
け
た
企
業
は

一
斉
に
報
道
さ
れ
、
市
場
や
消

費
者
の
目
に
晒
さ
れ
取
引
の
適

正
化
を
迫
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

例
年
だ
と
そ
ろ
そ
ろ
調
査
が

始
ま
る
頃
だ
。 

 

１
月
に
発
表
さ
れ
た
昨
年
９

月
の
調
査
結
果
を
み
る
と
、
価

格
交
渉
で
き
る
雰
囲
気
は
醸

成
さ
れ
つ
つ
あ
り
、
価
格
転
嫁

も
進
み
つ
つ
あ
る
。
発
注
企
業

か
ら
の
申
し
入
れ
に
よ
り
価
格

交
渉
が
行
わ
れ
た
と
回
答
し

た
企
業
は
28
・
3
％
と
、
半
年

前
の
前
回
調
査
の
26
・
3
％

よ
り
増
加
。
価
格
転
嫁
率
は

49

・
7

％
と
な
り
前
回
の

46
・
1
％
よ
り
上
昇
し
た
。
し

か
し
、
全
く
転
嫁
で
き
な
か
っ

た
企
業
も
20
・
1
％
あ
り
二

極
化
し
て
い
る
。 

 

当
社
が
拠
点
を
置
く
三
重
県

で
も
十
分
に
価
格
転
嫁
し
切

れ
て
い
な
い
企
業
は
少
な
く
な

い
。
当
社
が
今
年
１
月
に
行
っ

た
調
査
で
は
、
仕
入
価
格
上
昇

分
の
70
％
以
上
を
価
格
転
嫁

し
て
い
る
県
内
企
業
は
60

・

1
％
と
一
定
あ
る
も
の
の
、
そ

の
割
合
は
23
年
7
月
の
61
・

7
％
を
ピ
ー
ク
に
増
え
て
い

な
い
。
企
業
か
ら
は
、
「
必
要
な

コ
ス
ト
に
対
し
顧
客
の
理
解
が

進
ん
で
い
る
」
（
運
輸
・
倉
庫
業
）

と
の
声
が
あ
る
一
方
、
「
２
年

前
に
仕
入
価
格
が
大
き
く
上

昇
し
た
際
は
転
嫁
で
き
た
が
、

頻
繁
な
価
格
上
昇
で
交
渉
が

難
し
い
」
（
金
属
加
工
業
）
な
ど
、

度
重
な
る
値
上
げ
は
し
づ
ら
い

本
音
も
み
え
た
。 

 

価
格
転
嫁
な
ど
の
取
引
適
正

化
の
動
き
は
緒
に
就
い
た
ば
か

り
だ
が
、
２
日
に
米
ト
ラ
ン
プ

大
統
領
が
発
表
し
た
相
互
関

税
、
自
動
車
へ
の
追
加
関
税
措

置
が
こ
の
流
れ
に
水
を
差
す
恐

れ
が
あ
る
。
短
期
的
に
は
、
輸

出
企
業
で
輸
出
品
へ
の
価
格
転

嫁
と
併
せ
調
達
・
生
産
コ
ス
ト

の
削
減
が
視
野
に
入
る
だ
ろ
う
。

親
企
業
な
ど
が
収
益
悪
化
・
生

産
減
少
と
な
れ
ば
中
小
企
業

側
も
価
格
交
渉
に
躊
躇
す
る

か
も
し
れ
な
い
。 

一
方
、
賃
上
げ
圧
力
は
さ
ら

に
強
ま
っ
て
お
り
、
労
務
費
を

含
め
た
価
格
転
嫁
の
か
じ
取
り

は
厳
し
さ
を
増
す
。
折
し
も
、

連
合
が
３
日
に
発
表
し
た
25

年
春
闘
の
第
３
回
回
答
集
計

結
果
で
は
、
賃
上
げ
率
は
全
体

で
5
・
42
％
、
中
小
組
合
で
は

5
・
00
％
と
比
較
可
能
な
13

年
以
降
で
最
高
だ
っ
た
。 

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
中
小

企
業
が
成
長
を
続
け
る
に
は
、

よ
り
一
層
の
生
産
性
向
上
に

向
け
た
取
り
組
み
が
必
要
で

あ
る
。
「
新
し
い
資
本
主
義
実

現
会
議
」
（
内
閣
官
房
）
に
よ
れ

ば
、
中
小
企
業
の
デ
ジ
タ
ル
化

は
過
半
数
が
初
歩
的
な
も
の

に
と
ど
ま
り
、
省
力
化
ロ
ボ
ッ

ト
の
利
用
率
は
１
割
に
も
満
た

な
い
。 

国
は
価
格
転
嫁
対
策
な
ど

を
徹
底
し
て
推
進
す
る
と
と

も
に
、
中
小
企
業
が
省
力
化
投

資
や
デ
ジ
タ
ル
化
投
資
な
ど
を

通
じ
て
生
産
性
を
上
げ
ら
れ

る
よ
う
ノ
ウ
ハ
ウ
や
人
的
資
源
、

資
金
面
で
の
不
足
を
補
う
き

め
細
か
な
施
策
の
強
化
が
必

要
だ
。 


